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特許協力条約（PCT）、特許法

 
条約（ＰＬＴ）（注１）

現在

実質的な相互承認

 
の実現

各国ごとの使用言語を共有
・出願人が各国の使用言語に

 
翻訳した上で出願手続（機械

 
翻訳、翻訳者の活用）

・各国間で英語等（含む機械翻

 
訳）で審査情報等を共有

実体特許法条約の議論継続

PLT加盟国の拡大
共通出願フォーマット利用国の拡大

審査ワークシアリングの
質の向上、量の拡大

各国の審査に対する

 
相互信頼の確立

１．低コストかつ効率的に各国で特許取得が可能な環境の実現に向けて（俯瞰図）

今後 将来 在るべき姿

使用言語の問題の観点から言えば、単一言語による一つの出願で各国で特許が取得で

 きる制度の整備が理想的ではあるが、即座に実現できるものではない。

（注２）使用言語の共通化・統一については、例えば、我が国において日本語以外の言語で審査、特許付与することを許容できるのかという大きな問題

 
もあり、慎重な議論が必要。

出願手続・出願

 
様式の統一

出願日確保

特許法条約（ＰＬＴ）
日米欧三極共通出願フォーマット

審査実務

実体特許法条約の議論
特許審査ワークシェアリング
・PPH、PCT等
・審査基盤システムの共有

 
化に向けた取組（先行技術

 
文献DBへのアクセス、各

 
庁審査結果へのアクセス）

合意

出願手続・

 
出願様式

使用言語

（注１）・特許協力条約に基づく出願により日本語又は英語で出願日を確保することが現在でも可能。また、特許法条約に加盟した国においては、いず

 
れの言語でも出願日の確保が可能。

使用言語の違いに起因

 
する負担と問題の低減

（注２）

各国の使用言語の共有化の深化
・機械翻訳の技術向上
・翻訳者の能力向上
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２．外国での特許取得に要するコストについて

 
（１／３）

（１）

 
外国で特許１件を取得するために必要なおおよそのコスト

外国５ヶ国で特許取得する際、１ヶ国あたりどの程度のコストがかかるのかに関するアンケート結果。

（アンケートにおいては、どの国で特許取得するのか、１つの出願が含む請求項の数、明細書のページ数を限定することなく、

 
単純に１ヶ国あたりどの程度のコストがかかるかと質問している。）

全体費用 うち翻訳費

パリ条約に基づき優先権を主張して各

 
国に外国出願する場合

（２１件の有効回答に基づく平均値）
１３１万円 ３５万円

特許協力条約に基づく国際出願を利

 
用して出願する場合

（６件の有効回答に基づく平均値）
１０９万円 ２６万円

２

出典：平成１９年度産業財産権制度各国比較調査研究報告書（「新ルート実現に向けた制度・運用の調

 
査研究報告書」）（2008年3月、社団法人

 

日本国際知的財産保護協会）に基づき作成

（留意点）
実際の料金は、出願する国、出願に含まれる請求項数、明細書のページ数に応じて変わってくる。



２．外国での特許取得に要するコストについて

 
（２／３）

３

＜パリ条約に基づき優先権を主張して各国に外国出願する場合＞ ＜特許協力条約に基づく国際出願を利用して出願する場合＞

出典：平成１９年度産業財産権制度各国比較調査研究報告書（「新ルート実現に向けた制度・

 
運用の調査研究報告書」）（2008年3月、社団法人

 

日本国際知的財産保護協会）



２．外国での特許取得に要するコストについて

 
（３／３）

（注）

 

日本、韓国の１年目～３年目の登録維持費は、「特許付与時の料金」として計上（つまり、日本、韓国については、

 
「１０年間の維持費」の中に１～３年目の維持費は計上していない）

（留意点）
実際の料金は、請求項数、明細書のページ数に応じて変わってくる。
本表においては、いずれの国の場合も、出願に含まれる請求項数は「８」と仮定（請求項数に応じた追加料金も加味）。また、明

 
細書ページについては、ページ数による追加料金が発生しないページ数と仮定。
なお、本表の作成にあたっては、「産業財産権に関する料金施策の在り方に関する調査研究報告書」（２００９年３月、特許庁）中

 
の料金比較表等に基づき作成。為替レートは、２０１０年５月時点のものを使用。

（２）

 
特許を出願、取得、維持する際に、各国特許庁に支払う費用

４


	�（参考）�低コストかつ効率的に各国で特許取得が可能な環境の実現に向けて
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5

